
事事業業承承継継税税制制のの改改正正ににおおけけるる適適用用要要件件のの緩緩和和ににつついいてて

は
じ
め
に

事
業
承
継
税
制
と
は
、
非
上

場
株
式
等
に
係
る
相
続
税
・
贈

与
税
の
納
税
猶
予
制
度
を
内
容

と
す
る
も
の
で
、
い
わ
ゆ
る
経

営
承
継
円
滑
化
法
に
基
づ
き
平

成
２１
年
に
創
設
さ
れ
た
。

制
度
創
設
か
ら
４
年
余
り
が

経
過
し
た
が
、
利
用
実
績
を
み

る
と
、
納
税
猶
予
適
用
の
前
提

と
な
る
経
済
産
業
大
臣
の
認
定

件
数
で
は
、
相
続
認
定
は
３
６

０
件
、
贈
与
認
定
は
１
６
８
件

で

あ

る
（
平

成
２４
年
６
月

現

在
）
。
ま

た
、
平

成
２２
年

分

の

納
税
猶
予
税
額
で
は
、
相
続
税

は
４１
億

円
（
８０
件
）
、
贈

与

税

は
５６
億
円
（
６３
件
）
と
な
っ
て

お
り
、
利
用
が
進
ん
で
い
な
い

状
況
で
あ
る
。

利
用
が
低
調
な
理
由
と
し
て

は
、
適
用
会
社
、
先
代
経
営

者
、
後
継
者
の
適
用
要
件
を
充

足
す
る
こ
と
、
雇
用
の
８０
％
以

上
を
５
年
間
維
持
す
る
こ
と
な

ど
の
適
用
要
件
が
厳
格
で
利
用

が
難
し
い
こ
と
や
、
税
務
署
及

び
経
済
産
業
大
臣
に
対
す
る
手

続
き
が
煩
雑
で
あ
る
こ
と
が
挙

げ
ら
れ
る
。

平
成
２５
年
度
税
制
改
正
で

は
、
従
来
制
度
の
問
題
点
の
見

直
し
が
行
わ
れ
、
制
度
創
設
以

来
の
大
改
正
は
平
成
２７
年
１
月

１
日
以
後
の
相
続
・
贈
与
に
係

る
相
続
税
又
は
贈
与
税
に
つ
い

て
適
用
さ
れ
る
。

本
稿
で
は
、
改
正
事
項
の
う

ち
「
適
用
要
件
の
緩
和
」
に
係

る
改
正
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

１

非
上
場
株
式
等
に
係
る
相
続
税
・
贈
与
税
の

納
税
猶
予
制
度
の
概
要
（
改
正
前
）

後
継
者
で
あ
る
相
続
人
等

が
、
相
続
等
﹇
又
は
贈
与
﹈
に

よ
り
、
経
済
産
業
大
臣
の
認
定

を
受
け
る
非
上
場
会
社
の
株
式

等
を
先
代
経
営
者
で
あ
る
被
相

続
人
﹇
又
は
先
代
経
営
者
で
あ

る
親
族
﹈
か
ら
取
得
し
、
そ
の

会
社
を
経
営
し
て
い
く
場
合
に

は
、
そ
の
後
継
者
が
納
付
す
べ

き
相
続
税
額
﹇
又
は
贈
与
税

額
﹈
の
う
ち
、
そ
の
議
決
権
株

式
等
の
３
分
の
２
に
達
す
る
ま

で
の
部
分
に
係
る
課
税
価
格
の

８０
％
に
対
応
す
る
相
続
税
額

﹇
又
は
そ
の
議
決
権
株
式
等
の

３
分
の
２
に
達
す
る
ま
で
の
部

分
に
対
応
す
る
贈
与
税
額
の
全

額
﹈
の
納
税
が
猶
予
さ
れ
る
。

制
度
の
特
徴
と
し
て
は
、
納

税
猶
予
で
あ
る
こ
と
、
適
用
対

象
を
い
わ
ゆ
る
親
族
内
承
継
に

限
定
し
て
い
る
こ
と
が
挙
げ
ら

れ
る
。
猶
予
さ
れ
た
相
続
税
・

贈
与
税
は
、
後
継
者
の
死
亡
等

に
よ
り
免
除
さ
れ
る
が
、
免
除

さ
れ
る
ま
で
に
一
定
の
事
由
が

生
じ
た
場
合
に
は
、
猶
予
税
額

の
全
部
又
は
一
部
に
つ
い
て
利

子
税
と
併
せ
て
納
付
す
る
こ
と

と
な
る
。

２

後
継
者
の
親
族
間
承
継
要
件
の
廃
止

〔
改
正
前
の
取
扱
い
〕

相
続
税
又
は
贈
与
税
の
納
税

猶
予
制
度
の
適
用
を
受
け
る
後

継
者
は
、
相
続
開
始
の
直
前
に

お
い
て
そ
の
被
相
続
人
の
親
族

で
あ
る
こ
と
、
又
は
、
贈
与
の

時
に
お
い
て
そ
の
贈
与
者
の
親

族
で
あ
る
こ
と
が
要
件
と
さ
れ

て
い
る
。
親
族
と
は
、
六
親
等

内
の
血
族
、
配
偶
者
、
三
親
等

内
の
姻
族
を
い
う
（
民
法
７
２

５
）
。

〔
改
正
の
内
容
〕（
改
正
措
法

７０
の
７
②
三
、
７０
の
７
の
２
②

三
）後

継
者
を
被
相
続
人
又
は
贈

与
者
の
親
族
に
限
る
と
す
る
要

件
を
撤
廃
し
、
親
族
以
外
の
者

に
対
す
る
遺
贈
、
贈
与
に
つ
い

て
も
納
税
猶
予
の
対
象
と
す

る
。

〔
実
務
上
の
留
意
点
〕

①

後
継
者
へ
の
株
式
の
移

転
方
法

後
継
者
が
被
相
続
人
又

は
贈
与
者
の
親
族
で
な

い
、
い
わ
ゆ
る
親
族
外
承

継
の
場
合
も
、
相
続
税
又

は
贈
与
税
の
納
税
猶
予
を

適
用
し
て
、
遺
贈
又
は
贈

与
に
よ
り
株
式
を
移
転
す

る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
。

今
後
は
、
親
族
外
後
継

者
へ
の
株
式
の
移
転
は
、

後
継
者
の
資
金
調
達
力
を

勘
案
し
て
、
売
買
と
納
税

猶
予
を
活
用
し
た
遺
贈
又

は
贈
与
を
組
み
合
わ
せ
て

行
う
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

②

遺
留
分
の
侵
害

多
額
の
非
上
場
株
式
等
が

親
族
外
の
者
に
遺
贈
又
は

贈
与
さ
れ
た
場
合
、
そ
の

者
に
対
し
て
相
続
人
か
ら

遺
留
分
の
減
殺
請
求
が
行

わ
れ
る
と
、
事
業
承
継
に

支
障
が
生
じ
る
可
能
性
が

あ
る
の
で
留
意
が
必
要
で

あ
る
。

こ
の
点
に
つ
い
て
、
親

族
外
の
者
が
取
得
し
た
株

式
等
に
つ
い
て
、
経
営
承

継
円
滑
化
法
に
お
け
る
遺

留
分
に
関
す
る
民
法
特
例

と
し
て
の
「
除
外
合
意
」

や
「
固
定
合
意
」
�注
は
適

用
さ
れ
な
い
と
考
え
ら
れ

る
。

�注

イ

除
外
合
意
：
遺
留

分
算
定
基
礎
財
産
か
ら
除

外
す
る
。

ロ

固
定
合
意
：
遺
留

分
算
定
基
礎
財
産
に
算
入

す
る
価
額
を
合
意
時
の
時

価
に
固
定
す
る
。

③

親
族
外
後
継
者
の
相
続

税
申
告

先
代
経
営
者
の
死
亡
に

よ
り
、
親
族
外
後
継
者
が

遺
贈
に
よ
り
当
該
株
式
を

取
得
し
た
場
合
、
又
は
贈

与
税
の
納
税
猶
予
を
受

け
、
先
代
経
営
者
の
相
続

に
よ
り
当
該
株
式
を
遺
贈

に
よ
り
取
得
し
た
も
の
と

み
な
さ
れ
る
場
合
、
親
族

外
後
継
者
に
は
相
続
税
の

申
告
納
税
義
務
が
生
じ
る
。

こ
の
場
合
、
相
続
税
の

納
税
猶
予
を
受
け
る
こ
と

は
可
能
で
あ
る
が
、
親
族

外
後
継
者
は
相
続
税
の
申

告
に
必
要
な
相
続
人
の
取

得
し
た
財
産
等
の
情
報
が

必
要
に
な
る
こ
と
に
留
意

す
る
。

３

雇
用
確
保
要
件
の
緩
和

〔
改
正
前
の
取
扱
い
〕

経
営
承
継
期
間
（
当
初
５
年

間
）
の
第
一
種
基
準
日
（
注
１
）

に
お
い
て
、
常
時
使
用
従
業
員

数
を
毎
年
度
８０
％
以
上
確
保
し

な
け
れ
ば
、
納
税
猶
予
の
期
限

が
確
定
し
、
猶
予
税
額
を
納
付

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
注
１
）
相
続
税
又
は
贈
与

税
の
申
告
期
限
の
翌
日
か
ら

起
算
し
て
１
年
を
経
過
す
る

ご
と
の
日

〔
改
正
の
内
容
〕（
改
正
措
法

７０
の
７
④
、
７０
の
７
の
２
③
、

改
正
措
令
４０
の
８
�
４０
の
８
の

２
�
）

相
続
税
・
贈
与
税
の
納
税
猶

予
の
取
消
事
由
に
係
る
雇
用
確

保
要
件
に
つ
い
て
、
経
営
承
継

期
間
（
当
初
５
年
間
）
に
お
け

る
常
時
使
用
従
業
員
数
の
平
均

が
、
相
続
開
始
又
は
贈
与
時
に

お
け
る
常
時
使
用
従
業
員
数
の

８０
％
を
下
回
る
こ
と
と
な
っ
た

場
合
に
緩
和
す
る
。

具
体
的
に
は
、
経
営
承
継
期

間
の
末
日
に
お
い
て
、
各
第
１

種
基
準
日
に
お
け
る
常
時
使
用

従
業
員
数
の
合
計
を
、
経
営
承

継
期
間
中
に
存
す
る
第
１
種
基

準
日
の
数
で
除
し
た
数
が
、
相

続
時
（
贈
与
時
）
の
常
時
使
用

従
業
員
の
８０
％
を
下
回
っ
て
い

る
か
否
か
に
よ
り
判
定
す
る
。

〔
実
務
上
の
留
意
点
〕

改
正
前
の
雇
用
確
保
要
件

は
、
経
営
承
継
期
間
の
当
初
５

年
間
の
第
１
種
基
準
日
（
５

回
）
の
う
ち
、
一
度
で
も
雇
用

確
保
要
件
の
８０
％
を
下
回
っ
た

場
合
に
は
、
納
税
猶
予
が
取
り

消
さ
れ
て
し
ま
う
た
め
、
相
続

税
、
贈
与
税
の
納
税
猶
予
制
度

選
択
に
お
け
る
最
大
の
リ
ス
ク

要
因
と
さ
れ
て
い
た
。

改
正
後
は
、
経
営
承
継
期
間

５
年
間
の
平
均
で
判
定
さ
れ
る

た
め
、
景
気
変
動
に
配
慮
さ
れ

た
改
正
と
い
え
る
。

な
お
、
改
正
後
も
要
件
を
欠

い
た
場
合
に
は
猶
予
税
額
を
全

額
納
付
す
る
こ
と
に
つ
い
て
改

正
は
行
わ
れ
て
い
な
い
。
こ
の

点
に
つ
い
て
、
中
小
企
業
庁
等

が
要
望
し
て
い
た
「
要
件
を
欠

い
た
場
合
に
は
８０
％
を
下
回
っ

た
部
分
に
対
応
す
る
猶
予
税
額

の
納
付
」
と
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
更
な
る
制
度
普
及
に
繋
が

る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

４

贈
与
税
の
納
税
猶
予
に
お
け
る
贈
与
者
要
件

等
の
見
直
し

�

贈
与
時
の
役
員
退
任
要

件

〔
改
正
前
の
取
扱
い
〕

贈
与
税
の
納
税
猶
予
に
お
い

て
、
贈
与
者
で
あ
る
先
代
経
営

者
は
、
贈
与
時
に
、
認
定
対
象

会
社
の
役
員
�注
を
退
任
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

�注

「
役
員
」
と
は
、
認
定

会
社
が
株
式
会
社
の
場
合
に

は
、
取
締
役
、
監
査
役
、
会

計

参

与
（
会

社

法
３
２
９

①
）
、
認
定
会
社
が
持
分
会

社
の
場
合
に
は
業
務
を
執
行

す
る
社
員
を
い
う
。

〔
改
正
の
内
容
〕（
改
正
措
令

４０
の
８
①
三
）

贈
与
者
で
あ
る
先
代
経
営
者

に
つ
い
て
、
贈
与
時
の
役
員
退

任
要
件
を
廃
止
し
、
贈
与
時
に

お
い
て
認
定
会
社
の
代
表
権
を

有
し
な
い
こ
と
と
す
る
。

〔
実
務
上
の
留
意
点
〕

贈
与
者
で
あ
る
先
代
経
営
者

は
、
贈
与
時
に
代
表
者
を
退
任

す
れ
ば
、
引
き
続
き
役
員
で
あ

っ
て
も
、
適
用
要
件
に
該
当
す

る
こ
と
と
な
っ
た
。

先
代
経
営
者
（
贈
与
者
）

は
、
事
業
承
継
後
も
、
引
き
続

き
取
締
役
会
長
（
相
談
役
）
等

の
役
職
に
就
く
こ
と
が
可
能
と

な
り
、
先
代
経
営
者
の
知
見
や

信
用
を
活
用
し
、
よ
り
円
滑
な

事
業
承
継
に
資
す
る
も
の
と
考

え
ら
れ
る
。

�

先
代
経
営
者
に
対
す
る

給
与
支
給

〔
改
正
前
の
取
扱
い
〕

経
営
贈
与
承
継
期
間
内
（
当

初
５
年
間
）
に
、
贈
与
者
が
役

員
と
し
て
認
定
贈
与
承
継
会
社

か
ら
給
与
の
支
給
を
受
け
た
場

合
に
は
、「
認
定
会
社
の
円
滑

な
事
業
の
運
営
に
支
障
を
及
ぼ

す
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
」
に
該

当
す
る
と
し
て
納
税
猶
予
が
取

り
消
さ
れ
、
猶
予
税
額
を
納
付

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

〔
改
正
の
内
容
〕（
改
正
措
令

４０
の
８
�
）

役
員
で
あ
る
贈
与
者
が
、
認

定
贈
与
承
継
会
社
か
ら
給
与
等

の
支
給
を
受
け
た
場
合
で
あ
っ

て
も
、
贈
与
税
の
納
税
猶
予
の

取
消
事
由
に
該
当
し
な
い
こ
と

と
す
る
。

〔
実
務
上
の
留
意
点
〕

上
記
�
で
先
代
経
営
者
が
取

締
役
等
の
役
員
と
し
て
在
任
す

る
こ
と
が
可
能
と
な
り
、
あ
わ

せ
て
本
改
正
で
役
員
報
酬
を
受

け
取
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と

な
っ
た
。

改
正
前
に
は
、
先
代
経
営
者

の
知
見
や
信
用
を
活
用
し
、
後

継
者
を
支
え
る
こ
と
が
難
し
い

制
度
で
あ
っ
た
が
、
改
正
後
に

は
、
後
継
者
の
事
業
承
継
の
進

捗
状
況
に
応
じ
て
、
先
代
経
営

者
が
支
援
を
し
易
く
な
る
と
考

え
ら
れ
る
。

ま
た
、
先
代
経
営
者
も
、
有

給
の
役
員
と
し
て
会
社
経
営
を

支
え
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
か

ら
、
早
い
時
期
に
、
後
継
者
に

対
し
て
非
上
場
株
式
等
の
「
贈

与
」
に
よ
る
事
業
承
継
を
選
択

す
る
こ
と
が
で
き
る
と
考
え
ら

れ
る
。

お
わ
り
に

事
業
承
継
税
制
改
正
に
お
け

る
適
用
要
件
の
緩
和
で
は
、
中

小
企
業
の
経
営
者
の
高
齢
化
と

後
継
者
難
の
問
題
に
対
処
す
べ

く
適
用
範
囲
を
親
族
外
承
継
に

拡
大
し
、
納
税
猶
予
適
用
後
５

年
間
の
雇
用
の
８０
％
確
保
要
件

に
つ
い
て
は
５
年
間
の
平
均
で

判
定
す
る
こ
と
で
猶
予
税
額
納

付
の
リ
ス
ク
を
抑
え
、
贈
与
税

の
納
税
猶
予
の
贈
与
者
要
件
等

の
見
直
し
に
よ
り
株
式
等
の
生

前
贈
与
を
促
進
す
る
こ
と
が
期

待
さ
れ
る
。

本
改
正
は
、
平
成
２７
年
１
月

１
日
以
後
に
開
始
す
る
相
続
若

し
く
は
遺
贈
又
は
贈
与
に
よ
り

取
得
す
る
財
産
に
係
る
相
続
税

又
は
贈
与
税
に
つ
い
て
適
用
さ

れ
る
。
法
施
行
ま
で
１
年
余
り

の
時
間
が
あ
る
た
め
、
今
後
の

事
業
承
継
に
係
る
計
画
に
お
い

て
、
非
上
場
株
式
等
の
後
継
者

へ
の
移
転
に
つ
い
て
、
事
業
承

継
税
制
の
適
用
を
そ
の
選
択
肢

に
加
え
て
検
討
す
べ
き
と
考
え

ら
れ
る
。

北川裕之［麹町］

日
本
税
務
会
計
学
会

平
成
２５
年
６
月
月
次
研
究
会
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